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経済産業省の外局・中小企業庁と内閣府の外局・金融庁が事務局となり、中小企業関係者、学識経験者などが委員となっ
て設置された検討会によって2012年に公表された「中小会計要領」（※1）は、中小企業の実情を考慮して作成されました。
中小企業がこの会計要領を活用することで、決算書の信頼性向上が期待できる内容となっています。
※1 中小会計要領
https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/youryou/index.htm

中小企業経営者が自社を存続・発展させていくには、正確な財務情報に基づき、自社の経営状況を把握して経営改善な
どを図り、融資を受ける金融機関などの利害関係者に情報提供していくことが極めて重要です。今回は、その要となる中小
会計要領について解説します。

「中小会計要領」の基本

中小会計要領に従った決算書を作成していない中小企業経営者もいることでしょう。そこで決算書が中小会計要領に従っ
て作成されているかどうかを確認するツールとして、日本税理士会連合会による『「中小企業の会計に関する基本要領」の
適用に関するチェックリスト』（※2）があります。自社の決算書がどの程度、中小会計要領に従っているのかを確認できるの
で、目を通すとよいでしょう。
※2 チェックリスト（PDF）
https://www.nichizeiren.or.jp/wp-
content/uploads/doc/cpta/business/tyushoushien/indicator/youryouchecklist150325-2.pdf

中小会計要領は、中小企業の実態への配慮と、税務や事務負担軽減を図る観点から、実務で必要と考えられる項目に絞
って、簡潔な会計処理のルールを示しています。主な会計処理の項目については次の通りです。

1.収益、費用
（1）実現主義
原則として、製品、商品の販売またはサービスの提供を行い、かつ、これに対する現金および預金、売掛金、受取手形など
を取得したときに計上
（2）発生主義
原則として、費用の発生原因となる取引が発生したとき、またはサービスの提供を受けたときに計上

上述のように、収益は実現主義、費用は発生主義で処理し、収益とこれに関連する費用は、両者を対応させて期間損益を
計算します。また、収益および費用は、原則として総額で計上し、収益の項目と費用の項目を直接に相殺してはならないと
されています。
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2.資産、負債
金銭債権、有価証券および固定資産などの資産は、原則として取得価額で計上し、流動負債・固定負債などの負債は債
務額で貸借対照表に計上します。

3.貸倒引当金
法人税法上の法定繰入率や過去の貸倒実績率によって、貸倒引当金を見積もる方法を採ることもできます。

4.有価証券
有価証券は、原則として取得価額で計上しますが、売買目的の有価証券を保有する場合は、時価で計上します。また、評
価方法は、総平均法、移動平均法（※3）などにより評価します。

5.棚卸資産
商品、製品、半製品、原材料などの棚卸資産は、原則として取得原価で計上します。評価方法は、先入先出法、最終仕入
原価法、総平均法や移動平均法などがありますが、何も届け出をしていなければ、最終仕入原価法にて評価することとなり
ます。

※3 有価証券や棚卸資産の評価法
（1）先入先出法
先に取得したものから順番に払い出されると仮定して、棚卸資産の取得原価を払い出し原価と期末原価に配分する
（2）最終仕入原価法
棚卸資産を期末から最も近い時期に取得した1単位ごとの取得価額をもって評価する
（3）総平均法
一定期間ごと、期首棚卸高＋期中受入高をこれらの総数で割って単価を求める方法
（4）移動平均法
商品の受け入れ時点における平均単価をその都度算出して、その単価を払い出し単価(売上原価)として、期末における評
価額を計算する

詳しい会計処理については『「中小会計要領」の手引き』（※4）の活用や、自社の担当税理士など専門家に相談することを
お勧めします。
※4 中小会計要領の手引き（PDF）
https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/kaikei/pamphlet/2012/youryou/download/0528KY-pamph.pdf

「中小会計要領」導入の効果… 続きを読む
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